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2023～2024 年度 上郡町学校給食センター物資購入計画

１．趣旨

2023～2024 年度上郡町学校給食センターの調理等業務に使用する物資の購入計画について、必要な事

項を定めるものである。

２．購入物資

穀類、いも及びでん粉類、砂糖及び甘味料類、豆類、種実類、果物類、きのこ類、海藻類、魚介類、

肉類、卵類、乳類、油脂類、菓子類、し好飲料、調味料類及び香辛料類、調理加工品類等学校給食の実

施に必要な物資

３．地産地消の推進

地産地消の推進を図り、地場産品調達率を引き上げるため、次のとおり取り組むとともに、納入事業

者に対して理解と協力を求める。

① 上郡町内産、県内産、国内産、外国産と、可能な限り近くの生産地で採れた食材を優先的に活用す

る。

② 地元産の活用は、年間使用数量の多い食材などから優先的に検討する。

③ 地場産品の具体的選定は、年間献立計画及び月別献立の作成を踏まえて検討する。

④ 米穀は地場産品活用推進品目として上郡町内産を使用する。

⑥ 登録事業者に対しては、納入基準を遵守し、地場産品を優先的に納入するよう理解と協力を求める。

４．物資の規格、納入等

（１）物資規格

物資の規格等は、学校給食用物資納入基準による。

（２）物資の納入

① 納入物資の品質形状等は、指示又は見本どおりとし、新鮮で衛生的なものであること。また、その

容器（包装材）も衛生的で適宜なものであること。

② 検収には立会し、品名・数量・消費期限等（野菜類に関しては産地）を記載した納品書を提出する

こと。

③ 検収の結果、不合格品や数量に不足が生じた場合は、直ちに良品との交換、補充を行うこと。

④ その他、上郡町学校給食物資納入基準に基づくこと。

（３）納入指定時間

原則として、８時から９時(当日使用)又は 13 時から 15時の時間に納入すること。

※当日使用の食材は、調理工程等により、さらに詳細に時間を指定することがある。

※原則として、納入指定時間以外は納入できないものとする。

※米穀・油など、大量に納入する物資については、別で時間を指定する場合がある。

５．物資の購入

（１） 購入方法

精米その他学校給食センターが判断するものを除き、原則として入札及び見積もり合わせにより決

定する。学校給食センターは、購入する食材の規格・産地・量等の仕様書を登録事業者に案内し、入

札（見積）書の提出を受けて納入事業者・価格を決定し、発注書により食材を購入するものとする。

なお、必要に応じサンプル等の提出を求めるものとする。納入事業者の決定は、食材の安全性、規格

適合性、納入確実性を満たしていることを条件に、落札価格により決定する。
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（２） 納入事業者の登録

希望者には「上郡町学校給食センター用物資納入事業者登録申請書」の提出を求める。 法人・任

意団体・個人で、指定基準を満たし、教育長が承認すれば登録し、「学校給食用物資納入事業者登録

通知書」により通知する。2023～2024 年度の詳細は表のとおり。

（３） 登録及び納入基準

① 登録納入事業者の登録 別紙の納入事業者指定要件による。

② 納入基準 別紙「上郡町学校給食物資納入基準」による。

（４） 購入期間

① １ 年：（1）穀類、(3)砂糖及び甘味類、(13)乳類、(14)油脂類、(17)調味料及び香辛料類

② 学 期：(2）いも類及びでん粉類、(10)魚介類、(11)肉類、(17)調味料及び香辛料類、

(18)調理加工食品類

③ １ヶ月：（2）いも類及びでん粉類、(4)豆類、(5)種実類、(6)野菜類、(7)果物類、(8)きのこ類、

(9)海藻類、(10)魚介類、(12)卵類、(13)乳類、(15)菓子類、(16)し好飲料類、

(18)調理加工食品類

※ただし、食品によっては別に期間を指定することがある。

（５） 入札通知日

入札通知は、１年購入は年１回、学期購入は学期に１回、月購入は月に１回通知、初日の概ね１ヶ月

前に行う。ただし、運用状況により発注期間を短縮する場合がある。

（６） 発注単位

概ね 900 食単位とする。ただし、献立、人数等によって発注単位は変更する。

（７） 支払方法

前月分の請求書を給食センターに提出（郵送可）すること。原則として、当月末までに口座振込によ

り支払うものとする。（請求書は支払日の概ね 10日前までに提出。）

◆支払日：15 日払い※休日の場合は翌営業日、月末払い※休日の場合は前日の営業日

登録手続きの開始

2023 年 2 月から随時受付

※2023 年 4月分から納入を希望する場合は、2023 年 2 月 10 日（金）まで

に手続きを完了すること。

案 内 上郡町ホームページにより公表

登録有効期限 2023 年 4 月１日から 2025 年 3 月 31 日まで


